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建設工事に係る入札等における企業の参加要件について（通知） 

殿 



 

標記について、入札や契約の方式によらず内容が建設工事（建設業法（昭和

２４年法律第１００号）第２条第１項に定める建設工事をいう。）に該当する

場合における企業の参加要件について、別紙のとおり遺漏のないよう措置され

たい。 
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別 紙 

 

建設工事に係る入札等における企業の参加要件 

１ 目的 

入札や契約の方式によらず内容が建設工事（建設業法（昭和２４年法律第１

００号）第２条第１項に定める建設工事をいう。）に該当する場合、建設業法

第３条第１項ただし書きの政令で定める軽微な建設工事を除き、受注者は同

法に基づく建設業の許可を有していなければならない。さらに、公共性のある

施設又は工作物に関する建設工事については同法第２７条の２３の規定に基

づく経営事項審査を受けている必要がある。このため、内容が建設工事に該当

する入札等における企業の参加要件に建設業の許可を設定することで、適切

な契約事務の履行に努めることとする。 

 

２ 参加要件の設定 

建設業の許可を有しない企業が入札に参加することを防止するため、以下

の記載例を参考に、企業の参加要件を設定し、入札公告等に記載する。 

 

【建設工事請負契約における競争参加資格の記載例】 

(〇) 防衛省における○○○・○年度※１一般競争入札（指名競争）参加資格

（以下「防衛省参加資格」という。）のうち、「○○工事※２」に係る

「〇」の格付を受け、○○○○※３に競争参加を希望していること（会社更

生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の決定がなされ

ている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

の格付を受けていること。）。 

【建設工事請負契約以外※４における競争参加資格の記載例】 

(〇) 建設業法（昭和２４年法律第１０号）第３条に規定する「○○※５工事

業」に係る建設業の許可を有し、同法第２７条の２３に基づく有効な経営

事項審査を受けていること。 

 

※１：有効な元号及び年度を記入する（例：令和７・８年度など） 

※２：級別の格付を求める工事の種別を記入する（例：管工事、電気工事など） 

※３：当該契約担当官等の所在地を管轄する地方防衛局等を記入する（例：北関

東防衛局など） 

※４：物品・役務契約等が対象 

※５：該当する建設業の許可を記入する（例：管工事業、電気工事業など） 


